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１ 会計別予算額 

○ 令和４年度は、新型コロナウイルス感染症対策として、医療提供体制を維持する取組

の継続を想定すると同時に、経済の回復に向けた支援を展開するための予算として編成

した。 

〇 コロナ禍で顕在化した生活困窮者対策や医療的ケア児等への支援といった新たな課題

に取り組むとともに、新しい日常に向けたデジタル活用をさらに進めていく。 

〇 水防災戦略の推進や県立教育施設の整備など、県民生活に直結する事業を着実に推進

し、特に緊急的な対応が必要となる急傾斜地崩壊対策や交通安全施設整備など県民の安

全・安心のためのインフラ等については、整備を加速化させる。 

２ 一般会計当初予算額の推移 

Ⅰ 令和４年度当初予算案 
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増　減　額
　　Ａ－Ｂ

比　　率
　Ａ／Ｂ

一　般　会　計 2,344,859 2,048,419 296,440 114.5

特　別　会　計 2,116,248 2,047,484 68,764 103.4

企　業　会　計 157,477 149,343 8,134 105.4

総 計 4,618,585 4,245,247 373,338 108.8

区　  分
令和４年度
当初予算額

Ａ

令和３年度
当初予算額

Ｂ

対 前 年 度 比 較

「いのち」と「暮らし」を守り、新しい日常へ 

（注）平成 27年度及び令和元年度は、当初予算を骨格予算として編成したため、肉付け後の予算額を示す。

（平成）  （令和） 
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○ 新型コロナウイルス感染症対策やコロナ禍で顕在化した生活困窮者対策などの新た

な課題等へも対応するとともに、県税収入の増等による財源を活用し、安全・安心の

ためのインフラ等整備の加速化に重点的に配分 

○ さらに、県債償還額の平準化による将来負担の軽減や財政調整基金の残高確保な

ど、財政健全化に向けた取組も着実に推進 

コロナ禍において、県民の「いのち」を守るため医療提供体制の確保に全力で取り組むとと

もに、県民の「暮らし」を守るため、県内経済の回復に向けた支援を実施 

医療提供体制

の維持 

① 新型コロナウイルスワクチン接種の促進  

② 病床確保 2,800 床（陽性患者及び疑いのある患者向け病床）  

③ 宿泊療養施設の運営（約 3,800 室を確保）              等 

経済の回復に 

向けた支援 

① 中小企業者等を支援するためのビジネスモデルの転換に対する補助 

② 制度融資枠2,600億円の確保や信用保証料引下げに対する補助等による 

事業継続支援                          

③ キャッシュレス決済時のポイント還元や県内旅行の割引等による需要喚起  等 
  

新型コロナウイルス感染症対策（総額 3,912 億 9,899万円）［P16～19参照］ 

１ コロナ禍で顕在化した生活困窮者対策の更なる推進  [P20～21 参照] 

  コロナ禍で生活に困窮する方（①子ども、②女性、③孤独・孤立）へ、ＳＤＧｓの理念の

もと、公助を一層推進し、ＮＰＯや企業と連携した共助による重層的なサポートを実施 

主な事業内容 ４当予算額 ３当比 

① 子ども食堂への活動支援 

② 女性総合相談や訪問支援等の体制強化、学校への生理用品配備 

③ ケアラー専門の相談窓口設置や支援専門員の設置   等 

6.9億円 ＋3.9億円 

２ 医療的ケア児等への支援  [P24～25参照] 

  医療的ケア児等への切れ目のない支援のために、市町村等の関係機関との連携体制を構築

するとともに、医療的ケア児を受け入れる県立特別支援学校の体制等を拡充 

主な事業内容 ４当予算額 ３当比 

① かながわ医療的ケア児支援センター（仮称）の設置 

② 県立特別支援学校の看護師を増員（57人→69人）    等 
1.6億円 ＋0.9億円 

３ 脱炭素社会の実現に向けた取組 [P28～29参照] 

  太陽光発電と電気自動車（ＥＶ）等をトータルで普及するための取組を推進するとともに、

2030 年度の温室効果ガス排出量を 2013年度比で 46％削減するため、今後の戦略を策定 

主な事業内容 ４当予算額 ３当比 

① 神奈川らしい太陽光・ＥＶのトータルでの普及策    

⇒ＥＶ等（2,000台）、Ｖ２Ｈ(200台)に補助（各 20万円/台） 

さらに、ＥＶ等とＶ２Ｈ同時導入で 10万円増額  等 

② 脱炭素社会の実現に向けた戦略の策定 

12.4億円 ＋9.6億円 

４ 私立高等学校等学費補助の充実 [P34～35参照] 

主な事業内容 ４当予算額 ３当比 

年収約 700万円未満世帯 ⇒ 多子世帯は年収約 800万円 

授業料実質無償化（現状）   未満まで実質無償化を拡充 

2.6億円 

（拡充分） 
皆増 

 

新たな課題等への対応 ３年度当初予算比：17.3億円増 
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１ 水防災戦略の着実な推進＜計画比：24 億円増＞ [P32～33参照] 

  水害や土砂災害から県民のいのちと財産を守るため、急傾斜地崩壊対策を拡充するなど計

画額を上回る予算を措置し、緊急に実施 

２年度 ３年度 ４年度 

事業費予算額 426億円 560（464）億円 508（484）億円 

※（ ）は計画額、予算額には前年度２月補正予算額（繰越明許費を設定）を含む

２ 県立教育施設整備の推進＜３年度当初予算比：21億円増＞ [P36～37参照] 

  児童・生徒等の安全性を確保するため、校舎等の耐震化（５年度までに完了予定）を進め

るとともに、老朽化対策、トイレ・空調設備等の教育環境の整備・改善を推進 

４当予算額 ３当比 

「新まなびや計画」に係る予算額 301億円 ＋21億円 

安全・安心のためのインフラ等整備の加速化 

主な事業内容 ４当予算額 ３当比 

① 急傾斜地崩壊対策（県単）（水防災戦略に含む）

⇒整備対象約 400 件の完了までの期間 13年→７年に短縮
23億円 ＋10億円 

② 交通安全施設整備

⇒交通信号機の更新期間       12年→７年に短縮

摩耗した道路標示を７年間重点整備（R4:568km［３当比＋100km］） 

50億円 ＋9.5億円 

③ 県有緑地等緊急防災対策（水防災戦略に含む）

⇒危険木伐採期間 ８年→１年に短縮 
4.3億円 ＋3.9億円 

④ 県立学校の空調設備整備、屋上防水工事等

⇒老朽化した施設設備を緊急的に重点整備
34.1億円 皆増 

※ ①②後年度負担額を基金に積み立て、対応 ⇒ 総額 120億円（各 60億円：年額 10億円×６か年分）

県民生活に直結する事業の着実な推進 

【主な財源確保】 

〇 ３年度県税・地方譲与税及び地方交付税等の増額等       ＋1,230億円 

【主な財源活用】 

〇 編成方針時の財源不足（850 億円）解消への活用  460億円 

  〇 新たな課題や県民の安全・安心のためのインフラ等整備    200億円 

 （基金への積立 120億円を含む） 

＜財政健全化に向けた取組＞ 

〇 県債償還額の平準化による将来負担の軽減 250億円 

  〇 財政調整基金への積立  320億円 

  ４年度当初予算編成前（見込）300億円  ⇒ 620億円（実質見込）

※ コロナ禍前の水準（元年度末 620億円）まで回復

財源確保と活用 [P11 参照] 

※ ４年度は、３年度に中止としたイベント関連事業や国外派遣事業等について予算計上する

が、感染状況に応じ、事業の中止や実施方法・着手時期を見直し 

３年度当初予算比：177.6億円増 
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１ 新型コロナウイルス感染症対策 ････････････････････････････････････････････ 16 

〔主な内容〕 感染拡大防止対策と医療提供体制の維持、福祉サービスの提供体制の維持、県内経済 

の回復に向けた支援、雇用対策、生活支援、学びの保障等、医療従事者等の処遇改善 

〔予 算 額〕 ３，９１２億９，８９９万円 

 

２ コロナ禍における生活困窮者対策･･･････････････････････････････････････････ 20 
〔主な内容〕 子どもへの支援、女性への支援、孤独・孤立に陥っている方への支援、 

       共助の推進に向けた仕組みづくり 

〔予 算 額〕 ６億９，２３３万円 

 

３ かながわグランドデザイン第３期実施計画の柱ごとの取組 

＜柱Ⅰ 健康長寿＞ 

（１） 未病改善の取組及び地域医療体制の整備 ･･････････････････････････････････ 22 

〔主な内容〕 未病改善の取組、地域医療体制の整備充実 

〔予 算 額〕 ２５３億８，４６６万円 

 

（２） 障がい・高齢福祉施策の推進 ････････････････････････････････････････････ 24 

   〔主な内容〕 「当事者目線」の新しい障がい福祉の実現、障がい者施策の推進、 

高齢者支援施策の推進 

〔予 算 額〕 １，９４６億６，４０５万円 

 

＜柱Ⅱ 経済のエンジン＞ 

（３） 県内経済・産業の活性化 ････････････････････････････････････････････････ 26 

〔主な内容〕 中小企業・小規模企業の活性化と雇用環境の改善、成長産業の創出・育成、 

企業誘致などによる産業集積、農林水産業の活性化 

〔予 算 額〕 ４２２億１，１６４万円  

 

 

（４） かながわスマートエネルギー計画等の推進 ･････････････････････････････････28 

〔主な内容〕 再生可能エネルギー等の導入促進、省エネルギー対策の促進、 

電動車の導入促進、県の率先実行、脱炭素化に向けた戦略策定等 

〔予 算 額〕 ３５億１，２５０万円 

 

 

Ⅲ 令和４年度当初予算における主な取組 

-14-



（５） 行ってみたい神奈川の魅力づくり ････････････････････････････････････････ 30

〔主な内容〕 観光戦略の策定、観光資源の発掘・磨き上げ、戦略的プロモーションの推進、 

受入環境の整備、観光関連産業の成長促進 

〔予 算 額〕 ３４６億３，８４０万円 

＜柱Ⅲ 安全・安心＞ 

（６） 安全で安心してくらせる神奈川の実現 ････････････････････････････････････ 32

〔主な内容〕 地震災害対策の推進、風水害対策の推進（水防災戦略）、犯罪や事故などのない 

安全で安心なまちづくり 

〔予 算 額〕 １，３２３億７，１６０万円 

＜柱Ⅳ ひとのチカラ＞ 

（７） 子ども・子育てへの支援 ････････････････････････････････････････････････ 34

〔主な内容〕 子ども・子育て支援の更なる充実、支援を必要とする子ども・家庭への取組、 

私立高等学校等生徒学費補助の充実及び高等教育の修学支援の着実な実施 

〔予 算 額〕 １，４９４億４，８６５万円 

（８） 県立高校改革等教育環境の整備の推進 ････････････････････････････････････ 36

〔主な内容〕 県立高校改革の推進、県立教育施設整備の推進、共生社会の実現に向けた教育の推進、

教科担任制の導入と35人以下学級の計画的な整備、教員の働き方改革の推進 

〔予 算 額〕 ４０８億９，９３４万円 

＜柱Ⅴ まちづくり＞ 

（９） 地域資源を生かした地域活性化とまちづくりの推進 ･････････････････････････38

〔主な内容〕 地方創生の推進に向けた地域活性化の取組、魅力あふれるまちづくり等の推進 

〔予 算 額〕 ４３億８，７３６万円 

４ SDGｓの取組の推進 ･･･････････････････････････････････････････････････････ 39 

５ ヘルスケア・ニューフロンティアの推進 ･･････････････････････････････････ 40 

６ デジタルを活用した取組の推進 ････････････････････････････････････････････ 41 
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１　目　的

２　予算額　　総額３，９１２億９，８９９万円
（４年度当初予算額３，１８２億３，０４２万円、３年度２月補正予算額等７３０億６，８５６万円）

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額等)

(1) 感染拡大防止対策と医療提供体制の維持 3,246億9,380万円
(386億1,373万円)

 ア　感染予防に対する取組

①　新型コロナウイルスワクチン接種促進事業費
　　ワクチンの追加接種の体制を強化するため、迅速かつ円滑に個別接種や職域接種に対応
　した医療機関等に対し、接種実績に応じ支援金を支給する。

52億6,616万円

○　その他　新型コロナウイルスワクチン追加接種体制整備事業費など３事業 213億　348万円

 イ　検査及び早期の診断・治療

②　感染症検査事業費
    民間検査機関における行政検査に係る費用や、検査費用の自己負担相当額を公費負担す
　る。

40億4,438万円

③　中和抗体療法による早期治療
　　中和抗体薬の投与を行うため、患者の搬送及び搬送調整を行うほか、陽性者が発生した
　施設等に医療従事者を派遣する。

3億6,396万円

○　その他　医療通訳支援事業費（国庫）など４事業 1億　785万円
(386億1,373万円)

 ウ　病床等の確保

④　感染症病床確保支援事業費
　  感染症患者の受入に必要な病床確保に伴い生じる空床等に対して補助する（2,800床）。

1,659億8,033万円

⑤　宿泊療養施設運営費
　　感染症患者が療養する宿泊施設を県が借上げ、運営等を行う（約3,800室）。

446億5,064万円

○　その他　自宅療養者配食支援事業費など16事業 448億6,562万円

 エ　搬送及び搬送調整

⑥　感染症患者移送費
　　民間移送業者を活用して、患者を医療機関に搬送する。

8億6,400万円

○　その他　感染症患者療養施設等搬送費など３事業 24億1,333万円

 オ　物資及び医療人材の確保

⑦　医療機関等への医療用物資の配布
　　医療機関等において、新型コロナウイルス感染症の対応が支障なく行われるようにする
　ため、医療用物資を確保し、配布する。

11億5,462万円

○　その他　医師等派遣体制確保事業費補助など５事業 15億7,329万円

 カ　相談窓口運営及び各対策の基盤・補完となる取組

⑧　新型コロナウイルスコールセンター運営委託費
　　新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口の運営を行う。

35億5,112万円

○　その他　新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金補助（市町村）など12事業 280億　387万円

 キ　飲食店等における感染防止対策

⑨　マスク飲食実施店認証制度事業費
　　飲食店等における感染防止対策を推進するため、マスク飲食実施店認証制度を実施す
　る。

2億6,943万円

○　その他　新型コロナウイルス感染症感染防止対策等普及啓発事業費 740万円

新型コロナウイルス感染症対策

　県内の医療崩壊を防ぎ、県民の命を守るため、ワクチン追加接種の実施など感染拡大防止対策や
医療提供体制「神奈川モデル」の維持に取り組む。
　また、県民の暮らしを守るため、制度融資やビジネスモデル転換事業への補助等の事業継続に向
けた支援や感染状況に応じた需要喚起対策の実施など、県内経済の回復に向けた対策を行う。

区分
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額等)

ク 新型コロナウイルス感染症対応に係る体制拡充

⑩ 会計年度任用職員の任用
新型コロナウイルス感染症対応に係る体制確保のため、非常勤職員(会計年度任用職員)

　を任用する（182人）。

－ 万円
[人件費対応]

ケ 複合災害時における感染拡大防止対策

⑪ 新型コロナウイルス等感染症と自然災害の複合災害対策
複合災害に備えるため、避難所等の運営に必要な資機材整備や消防団の感染症対策に係

　る資機材整備等を実施する市町村への支援を行う。
2億円

〇　その他　県機関での感染拡大防止対策など３事業 7,426万円

(2) 福祉サービスの提供体制の維持
29億1,501万円
(1億　882万円)

ア 福祉施設における感染拡大防止対策

⑫ 福祉施設における感染拡大防止設備の導入に対する補助
福祉サービスの提供体制を維持するため、福祉施設における感染拡大防止設備の導入等

　に対して補助するほか、県においてマスクや消毒液等の備蓄等を行う。
19億6,375万円

イ 福祉サービス提供体制への支援等

⑬ 福祉サービス提供体制への支援
福祉サービスの提供体制を維持するため、介護施設等における人員不足や代替サービス

　の提供等に要する経費に対して補助するとともに、感染の確認された福祉施設等に対する
　応援職員の派遣等に要する経費を負担する。　　　　　　　＜３年度繰越事業（一部）＞

7億5,481万円
(8,419万円)

⑭ 研修や試験における感染拡大防止対策
福祉サービス従事者の研修等の実施に当たり必要となるマスク、消毒液等の購入や、密

　集を避けるための追加の会場確保等に対して補助する。
5,846万円

○ その他　障害者支援施設等感染防止対策相談・支援事業費など４事業
1,004万円

(2,463万円)

ウ 介護・障害福祉分野へ就職する者に対する貸付金

⑮ 介護職就職支援金貸付事業費補助
介護・障害福祉分野における人材確保を推進するため、他業種で働いていた介護未経験

　者等が、一定の研修を修了後、就職する際の準備経費を貸し付ける県社会福祉協議会に対
　して補助する。

・貸付上限額：20万円（一定期間の介護業務従事により返済免除）

1億2,793万円

(3) 県内経済の回復に向けた支援 276億2,333万円
(334億8,960万円)

ア 事業継続に向けた支援

⑯ コロナ禍で影響を受けた中小企業等への補助
中小企業者等の新たな事業展開を支援するため、ビジネスモデルの転換事業に対して補

　助する。
・補助上限額：ビジネスモデル転換事業 3,000万円

79億2,529万円

⑰ 中小企業の資金繰り支援
2,600億円の融資枠を確保し、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小企業者等

　への資金繰りを支援する。また、神奈川県信用保証協会が行う新型コロナウイルス関連融
　資への保証料引下げに要する経費等に対して補助する。

106億8,240万円

○ その他　経営資源引継・事業再編事業費補助など６事業 25億4,083万円

イ 需要喚起対策

⑱ 県内消費喚起対策事業費
消費者の購買意欲を喚起し、県内事業者を支援するため、キャッシュレス決済時のポイ

ント還元を行う。
55億円

⑲ 商店街等プレミアム商品券支援事業費補助
商店街団体等の活性化及び地域における消費を喚起するため、商店街等が実施するプレ

ミアム商品券発行事業に対して補助する｡
・補助上限額：１商店街 200万円、複数商店街 500万円

1億2,400万円

⑳ 商店街等再活性化支援事業費補助
商店街の再活性化及び商店街の魅力ある商品等を再発見し発信する事業に対して補助す

　る｡
4,837万円

区分

新
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額等)

 ウ　成長支援

㉑　県内産業ＤＸプロジェクト支援事業費
　　県内企業のＤＸを促進するため、データとデジタル技術を活用した新たな製品やサービ
　スの開発プロジェクトを公募し、開発・実証に必要な技術的助言を行うとともに経費に対
　する支援を行う。

7,512万円

㉒　成長期ベンチャー支援事業費
　　ベンチャー企業の成長を加速させるため、コロナ禍により生じた課題の解決に資する新
　たなサービスの開発に取り組むベンチャー企業を支援する。

9,000万円

㉓　新型コロナウイルス感染症対策ロボット実装事業費
　　県内ロボット関連企業の商品開発や販売促進につなげるため、新型コロナウイルス感染
　症の拡大防止に有用なロボットの県内施設への実装を支援する。

9,104万円

㉔　新型コロナウイルス感染症対策ロボット開発支援事業費
　　県民生活の安全・安心の確保と、県内経済の活性化を図るため、新型コロナウイルス感
　染症対策に効果的なロボットプロジェクトを公募し、商品化に向けた開発支援や実証実験
　の実施、広報活動等を支援する。

3,014万円

 エ　観光の活性化

㉕　かながわ旅割実施事業費
　　新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けた観光事業者を支援するとともに、
　地域経済を活性化させるため、県内旅行の割引を実施する。　　 　 ＜３年度繰越事業＞

(333億7,461万円)

一部

㉖　国内観光客誘致のための戦略的取組
　　新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込んだ地域経済の回復に向けて、県外からの誘
　客や県内周遊を促進するため、ＮＨＫ大河ドラマ「鎌倉殿の13人」やねんりんピックかな
　がわ2022等の機会を捉えた観光プロモーション及び国内観光客向けウェブサイトでの情報
　発信を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 ＜３年度繰越事業（一部）＞

2億　642万円
(1億1,499万円)

一部

㉗　観光客受入環境整備費補助
　　観光客が快適に滞在できる環境づくりや新たな観光需要に対応するため、多言語表記等
　の整備に加え、ワーケーションやＤＸ整備等に取り組む民間事業者に対して補助する。
　・補助率：３／４　補助上限額：300万円

3億　968万円

(4) 雇用対策 10億7,987万円

 ア　就業支援

㉘　若年者・中高年齢者の就業支援体制の強化
　　「かながわ若者就職支援センター」及び「シニア・ジョブスタイル・かながわ」におけ
　るキャリアカウンセリング等を充実強化するとともに、合同就職面接会及びミニ企業相談
　会を実施して様々な業種へのマッチングを行い、失業者等の就業を促進する。

9,399万円

㉙　就職氷河期世代への就業支援
　　就職氷河期世代を対象に、かながわジョブテラスを開講し、正社員に求められる基本的
　なスキルや心構え等を身に付ける実習型プログラムを提供するとともに、合同就職面接会
　を開催し、就職氷河期世代の採用に意欲的な企業等への就業を支援する。

1億4,997万円

㉚　離職者等委託訓練
　　新型コロナウイルス感染症の影響により離職した求職者等が、求人ニーズの高い分野等
　へ早期に再就職できるようにするため、資格取得やスキルを習得できる訓練を実施する。

6億8,425万円

 イ　働き方改革の推進

㉛　テレワークの導入支援
　　県内企業に対しテレワークに必要な機器の導入等の経費に対して補助する。
　・補助上限額：40万円

1億5,165万円

○　その他　２年度に緊急雇用した内定取消者等の継続雇用（２事業）
－ 万円

[人件費対応]

(5) 生活支援
1億1,771万円
(3,167万円)

 ア　生活困窮者への支援

㉜　住居確保給付金支給費
　　休業等により住居を失うおそれがある方へ給付金を支給する。

3,370万円

㉝　生活困窮者自立支援事業費
　　生活福祉資金の貸付額が上限に達するなど、新たに貸付けを受けられず生活に困窮する
　方を支援するため、支援金を支給する。　　　　　　　　　　　　　＜３年度繰越事業＞

(3,167万円)

区分

新

新

新
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額等)

イ ひとり親への支援

㉞　高等職業訓練促進給付金等支給費
　　ひとり親家庭の親を対象に、経済的な自立に効果的な資格を取得することを支援するた
　め、給付金を支給する。

1,808万円

㉟　ひとり親家庭住宅支援資金貸付
　　自立に向け意欲的に取り組むひとり親の就業・自立を促進するため、住宅の借り上げに
　必要となる資金を貸し付ける県社会福祉協議会に対して補助する。

6,593万円

(6) 学びの保障等
27億2,392万円
(8億2,471万円)

ア 学校等での感染症対策の推進

㊱　感染症拡大防止対策用品の購入等
　　感染拡大防止対策のため、県立学校及び公立幼稚園に消毒液の購入等を行うとともに私
　立学校及び私立幼稚園における保健衛生用品の購入費用に対して補助する。

＜３年度繰越事業＞

(8億2,471万円)

〇　その他　入学者選抜感染症対策費など４事業 2,129万円

イ 高校生等への就学支援

㊲　高校生等に対する奨学給付金の支給
　　低所得世帯等に対し、授業料以外の教育費負担を軽減するため、給付金を支給する。対
　象世帯のうち、生活保護受給世帯以外の世帯に対しては、ＩＣＴ端末の通信費相当額を増
　額して支給する。

19億2,983万円

ウ 少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備等

㊳　スクールカウンセラーの継続配置等
　　児童・生徒の心のケアのため、スクールカウンセラー（270校）及びスクールソーシャ

ルワーカー（80人）の配置を継続するとともに、フリースクール等と連携して不登校支援
を実施する。また、教員の負担軽減のため、全市町村立小・中・特別支援学校（政令市を
除く）へスクール・サポート・スタッフ（505人）の配置を継続する。

6億2,078万円
[一部人件費対応]

㊴　少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備
　　子どもたち一人ひとりの最適な学びを実現しながら、身体的距離も確保できるよう、市
　町村立小学校（政令市を除く）３年生において35人以下学級を実施する。

－ 万円
[人件費対応]

エ オンライン学習のための通信環境整備

㊵　オンライン学習のための通信環境整備
　　県立学校において、Ｗｉ-Ｆｉ環境が整っていない家庭にオンライン学習環境を提供す
　るため、無線ルーターの貸出しを行うとともに通信料を負担する。

9,215万円

オ 特別支援学校の通学における感染拡大防止対策

㊶　特別支援学校の通学におけるマイクロバスの運行等
　　特別支援学校スクールバスの感染拡大防止対策として、児童・生徒を分散乗車させるた
　め、マイクロバスの運行等を行う。

5,985万円

(7) 医療従事者等の処遇改善 96億2,151万円

ア 医療従事者等の処遇改善

㊷　看護・介護等従事者の処遇改善のための支援
　　看護、介護、障害、児童の現場で働く方々を対象に、処遇改善（賃上げ）を行う事業者
　等に対し、経費の補助を行う。

・１人当たりの補助上限額：看護 4,000円/月、介護・障害・児童 9,000円/月

96億2,151万円

3,182億3,042万円
(730億6,856万円)

【⑯～㉔、㉘～㉛】　　産業労働局総務室 企画調整担当課長　森山　　電話 045-210-5530
【㉕～㉗】　　　　　　国際文化観光局総務室 企画調整担当課長　福田　　電話 045-285-0902
【㊱・㊲公立、㊳～㊶】教育局行政部財務課 課長　藤野　　電話 045-210-8100

【⑨】 政策局政策部総合政策課 課長　山崎　　電話 045-210-3050
【⑩】 総務局組織人材部人事課 課長　西海　　電話 045-210-2150　　
【⑪】 くらし安全防災局総務室　　企画調整担当課長　青木　　電話 045-210-3412

福祉子どもみらい局総務室　企画調整担当課長　天野　　電話 045-210-3620

区分

合 計

問合せ先
【①～⑧、㊷看護】　　健康医療局総務室 企画調整担当課長　深井　　電話 045-210-4612

【⑫～⑮、㉜～㉟、㊱・㊲私立、㊷看護以外】

備考　(1)の計3,246億9,380万円のうち、ウ、オ、カとの重複(505億4,476万円)を除いた額は2,741億4,903万円

新
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１　目　的

２　予算額　　６億９，２３３万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

4,365万円

① 子ども食堂支援事業費
コロナ禍でニーズが高まっている子ども食堂の活動継続のため、新しい生活様式に対応

　した取組を行う子ども食堂運営者に協力金を支給するとともに、活動団体のネットワーク
 化を支援する。

1,076万円

② 県立高校での朝食・夕食の提供
経済的な理由等で食事をとれない県立高校の生徒を支援するため、居場所カフェの取組

　を実施している４校（全日制３校、昼間定時制１校）で、朝食の提供を実施するとともに、
　夜間定時制14校で、提供している夕食の費用負担を軽減する。

3,289万円

1億6,610万円

ア ワンストップ相談窓口の充実
一部

③ 女性総合相談窓口の設置
不安や課題を抱える女性一人ひとりに応じた支援につなげるため、総合相談窓口を設置

　し、これまでの自宅等に加え、女性専用の無料低額宿泊所への訪問支援を新たに行うほか、
　 窓口等への同行支援を行う。また、生理用品の配布等を行う。

2,085万円

④ 女性電話相談の体制強化
コロナ禍における女性の様々な悩みに対応するため、相談員を増員し、女性電話相談室

　の体制を強化する。
7,690万円

イ 自立支援と組み合わせた住居確保

⑤ 母子等の自立支援施設の整備
困難を抱える女性や母子の自立に向けた支援を行うため、未利用の県有施設を活用して

　生活基盤となる住戸を整備する。

－万円
［営繕費対応］

⑥ ＤＶ被害者等セーフティネット強化支援事業費補助
配偶者等からの暴力被害者の自立を支援するため、民間団体が行う心理専門職の配置等

　の先進的な取組に対して補助する。
3,296万円

ウ きめ細やかな就業支援
一部

⑦ 女性就業支援事業費
「かながわ女性キャリアカウンセリング相談室」におけるキャリアカウンセリング等を

　強化するとともに、国のマザーズハローワーク等との共催による女性向けの企業面接会を
　実施する。

1,612万円

一部

⑧ 母子家庭等就業支援事業費
経済的基盤が弱くコロナ禍の影響を受けやすい母子家庭の母等を対象に、就業相談、就

　業情報の提供及び就業支援講習会等の就業支援や養育費相談支援を行うとともに、新たに
　公正証書作成補助等による養育費の支払の履行確保に向けた支援を行う。

1,527万円

エ 生理の貧困への対応

⑨ 県立学校生理用品配備事業費
県立学校に在籍する生徒が、生理用品の確保に不安を感じることなく、より安心して学

　校生活を送れるよう、すべての県立学校で女子トイレに生理用品を配備する。
398万円

一部

(2) 女性への支援

コロナ禍における生活困窮者対策

　　長期にわたるコロナ禍は、県民生活に大きな影響を及ぼし、特に「子ども」や「女性」、「孤独・孤立に
   陥っている方」への影響が顕在化している。こうした生活困窮者の支援のために、ＳＤＧｓの理念の
　もと、公助の取組を一層推進するとともに、ＮＰＯや企業と連携した共助の取組を推進し、重層的な

サポートを実施する。

区分

(1) 子どもへの支援

一部

新

新

新

新

新

新
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

4億7,456万円

⑩ ひきこもり等への支援
ひきこもり等の当事者や家族を支援するため「ひきこもり地域支援センター」で電話相

　談等を受け付けるほか、当該センターに新たに医師・弁護士等からなる多職種支援チーム
 を配置するなど、現場で対応にあたる市町村等への支援を強化する。また、ＳＮＳを活用

　した相談を実施する。

5,528万円

⑪ ケアリーバーへの支援
コロナ禍の影響により、職や住まいを失ったり、心身を患ったりするなど生活状況が悪

　化しているケアリーバー（児童養護施設等を退所した人）に対して、相談支援を実施する
　とともに、医療連携、法律相談及びアウトリーチ生活支援を実施し、孤独・孤立を防ぐ。

5,275万円

⑫ ケアラー・ヤングケアラーへの支援
既存の各種支援制度のはざまに陥りがちなケアラー（家族などを介護する人）を支援す

　るため、相談窓口やケアラー支援専門員を設置するとともに、ケアラーズカフェ（ケアラー
 同士で気軽に集まれる居場所）の支援やヤングケアラーの学習支援を行う。

5,229万円

⑬ 外国籍県民等への支援
外国籍県民等が安全・安心に過ごすことができる環境をつくるため、「多言語支援セン

ターかながわ」の運営体制の強化を行うとともに、外国人留学生に対してニーズに応じた
支援等を行う。

7,430万円

⑭ 住居不安定者の生活再建支援
失業や生活困窮により、住居を失ったり、またそのおそれがあるなど、不安定な居住状

　態にある者の生活再建を後押しするため、住居探しから定着までの一貫した支援を実施す
　る。

495万円

⑮ 介護の担い手の拡充
生活困窮の解消と介護の担い手確保の両立を図るため、コロナ禍による失業者等と介護

　事業所等との迅速なマッチングを支援するほか、多様な手法によって介護人材の確保・定
　着支援を拡充する。

2億2,989万円

⑯ 市町村における包括的な支援体制の整備
「高齢」、「障害」、「子ども」など、属性を問わない包括的な支援体制づくりに取り

　組む市町村に対して、職員等を対象とした研修や、アドバイザー派遣等を行う。
507万円

800万円

⑰ ＳＤＧｓを道しるべとした社会的課題の解決促進
コロナ禍における地域の様々な社会的課題を解決するため、共助の担い手となるＮＰＯ

 法人等の支援に向け、資金調達手段の確立を目指すとともに、かながわＳＤＧｓパートナー
 との情報交換会の開催等を通じて、共助の取組を広げていく。

800万円

6億9,233万円

区分

(3) 孤独・孤立に陥っている方への支援

一部

一部

一部

(4) 共助の推進に向けた仕組みづくり

【⑩】 福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課 課長　長島　　電話 045-210-3830

合 計

問合せ先
【①】 福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課　　課長　川上　  電話 045-210-4660
【②朝食】

【③～⑥】　福祉子どもみらい局共生推進本部室
人権男女共同参画担当課長　東谷　  電話 045-210-3630

【②夕食、⑨】

【⑦】 産業労働局労働部雇用労政課 課長　岡田 　 電話 045-210-5730
【⑧、⑪】　福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課 　 課長　長谷川　電話 045-210-4650

教育局指導部高校教育課 課長　増田　　電話 045-210-8240

教育局指導部保健体育課 課長　富澤　　電話 045-210-8300

【⑰】 政策局いのち・未来戦略本部室　　ＳＤＧｓ推進担当課長　湊 電話 045-285-1052

【⑫】 福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課 課長　山本　  電話 045-210-4830
【⑬】 国際文化観光局国際課 課長　今井 　 電話 045-210-3740
【⑭】 福祉子どもみらい局福祉部生活援護課 課長　大澤　  電話 045-210-4900
【⑮、⑯】　福祉子どもみらい局福祉部地域福祉課 課長　垣中　  電話 045-210-4740

新

新

新

新

新

新
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１　目　的

２　予算額　　４２２億１，１６４万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

304億8,493万円

一部

①　コロナ禍で影響を受けた中小企業等への補助
　　中小企業者等の新たな事業展開を支援するため、ビジネスモデルの転換事業に対して補
　助するとともに、新たにフォローアップを実施する。また、雇用の維持を図るため、第三
　者への事業承継後に継続雇用される人件費に対して補助する。
　・補助上限額：ビジネスモデル転換事業3,000万円、経営資源引継・事業再編事業100万円

79億4,369万円

②　中小企業制度融資事業費補助
　　「生産性向上支援融資」や「事業振興融資」の融資期間を拡充し、長引く新型コロナウ
　イルス感染症の影響を受ける中小企業者等を金融面から支援する。
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　＜融資枠2,600億円(緊急対応分を含む)を確保＞

88億8,286万円

③　信用保証事業費補助
　　中小企業制度融資を利用する中小企業者等の負担を軽減するため、「生産性向上支援融
　資」の保証料補助を拡充するなど、神奈川県信用保証協会が行う保証料引下げに要する経
　費等に対して補助する。

26億9,509万円

④　経営支援事業等への補助
　　商工会・商工会議所、神奈川県中小企業団体中央会、（公財）神奈川産業振興センター
　が行う中小企業・小規模企業の経営相談、助言等に係る事業に対して補助する。

25億2,243万円

⑤　県内消費喚起対策事業費
　　消費者の購買意欲を喚起し、県内事業者を支援するため、キャッシュレス決済時のポイ
　ント還元を行う。

55億円

一部

⑥　商店街等活性化の推進
　　商店街の集客力の強化を図るため、共生社会の実現や未病改善の取組など、商店街が自
　らの魅力を高めるために行う事業に対して補助する。また、新たに、商店街の再活性化及
　び商店街の魅力ある商品等を再発見し発信する事業に対して補助する｡

7,987万円

⑦　商店街等プレミアム商品券支援事業費補助
　　商店街団体等の活性化及び地域における消費を喚起するため、商店街等が実施するプレ
　ミアム商品券発行事業に対して補助する｡
  ・補助上限額：１商店街 200万円、複数商店街 500万円

1億2,400万円

⑧　働き方改革推進事業費
　　中小企業等の新しい生活様式に沿った働き方の定着を図るため、テレワークに必要な機
　器の購入費等の経費に対して補助するとともに、テレワークの導入及び定着に取り組む企
　業へアドバイザーを派遣する。
　・補助上限額：40万円

1億6,699万円

⑨　就業支援の推進
　　若者・中高年齢者・女性のキャリアカウンセリングを実施するとともに、新型コロナウ
　イルス感染症の影響による失業者や就職氷河期世代のための就職面接会等を実施する。ま
　た、障がい者の雇用と職場定着を促進するため、中小企業を対象とした個別訪問や出前講
　座により相談支援等を行う。

3億6,934万円

⑩　産業技術短期大学校西キャンパスの整備
　　事業主等が行う職業訓練及び技能検定の円滑な実施のため、老朽化が著しい産業技術短
  期大学校（横浜市旭区中尾）の西キャンパスを建て替える。

8億8,206万円

⑪　離職者等委託訓練
　　新型コロナウイルス感染症の影響により離職した求職者等が、求人ニーズの高い分野等
　へ早期に再就職できるようにするため、資格取得やスキルを習得できる訓練を実施する。

6億8,425万円

〇　その他　中小企業・小規模企業振興事業費など７事業 6億3,431万円

（３）　県内経済・産業の活性化

　　「中小企業・小規模企業の活性化」や「成長産業の創出・育成」、「産業集積の促進」を図りつ
　つ、県民の雇用環境を改善し、コロナ禍で影響を受けた県経済の好循環を回復させる。また、「農
　林水産業の活性化」による地産地消を推進する。

(1) 中小企業・小規模企業の活性化と雇用環境の改善

柱Ⅱ 経済のエンジン

新

新
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区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

42億6,205万円

⑫ 県内産業ＤＸプロジェクト支援事業費
県内企業のＤＸを促進するため、データとデジタル技術を活用した新たな製品やサービ

スの開発プロジェクトを公募し、開発・実証に必要な技術的助言を行うとともに経費に対
する支援を行う。

7,512万円

一部
⑬ ベンチャー企業の創出・成長支援

起業家創出拠点「ＨＡＴＳＵ鎌倉」及びベンチャー企業の成長促進拠点「ＳＨＩＮみな
　とみらい」に加え、市町村等が新たに設置する拠点において各種支援プログラムを実施す
　る。また、コロナ禍により生じた課題の解決に資する新たなサービスの開発を支援する。

2億6,907万円

⑭ 新型コロナウイルス感染症対策ロボット実装事業費
県内ロボット関連企業の商品開発や販売促進につなげるため、新型コロナウイルス感染

　症の拡大防止に有用なロボットの県内施設への実装を支援する。
9,104万円

⑮ 新型コロナウイルス感染症対策ロボット開発支援事業費
県民生活の安全・安心の確保と、県内経済の活性化を図るため、新型コロナウイルス感

　染症対策に効果的なロボットプロジェクトを公募し、商品化に向けた開発支援や実証実験
　の実施、広報活動等を支援する。

3,014万円

一部

⑯ 産業技術総合研究所交付金
県内企業が持つ技術的課題の解決や新技術・製品の開発等の支援に加え、ローカル５Ｇ

　実証環境や新型コロナ対応の設備を活用した、新たな技術支援・性能評価に取り組む（地
　独）神奈川県立産業技術総合研究所に対し、運営費を交付する。

30億1,624万円

〇　その他　ロボット開発プロジェクト総合支援事業費など17事業 7億8,042万円

21億3,895万円

⑰ 企業立地促進の取組
市場の創出や拡大が見込まれる成長産業の企業等の立地の促進と、高度な産業集積の維

　持・発展を図るため、企業誘致施策「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」等により、県内に立地す
　る企業の土地・建物・設備への投資に対して補助する。

14億1,618万円

〇　その他　企業誘致推進等事業費など13事業 7億2,277万円

54億  834万円

⑱ 地産地消や農作業の効率化等を推進するための技術開発
地産地消の推進や、農作業の効率化による負担軽減等を実現するため、ドローンを活用

　した露地野菜の生育状況把握技術の開発等を行うとともに、スマート農業技術の導入に関
　する研修等を行う。

6,388万円

⑲ 豚熱対策事業費
豚熱の予防対策を着実に実施するため、飼育に係る新たな衛生管理基準への対応や野生

　いのししの豚熱感染の検査体制確保、ワクチン接種対応等を行うとともに、発生時は迅速
　な防疫活動を行えるよう、資機材体制の整備や関係機関との連携体制を強化する。

1億7,044万円

⑳ 持続可能な水産業の構築に向けた取組
水産業の成長産業化を図るため、スマート技術を活用した省力化等の推進、水産資源の

　回復・増大に向けた浮魚礁の整備、磯焼け対策等を実施する。また、漁業就業者を確保す
　るため、「かながわ漁業就業促進センター」において、漁業未経験者等を対象に、就業に
　必要な知識等を身につけるための研修を行う。

2億1,583万円

〇　その他　都市農地保全支援事業費など80事業 49億5,818万円

422億1,164万円

【⑳】 環境農政局農政部水産課 課長　滝口　電話 045-210-4530

【①、④、⑤】　　産業労働局中小企業部中小企業支援課 課長　和泉　電話 045-210-5550
【②、③】 産業労働局中小企業部金融課 課長　三杉　電話 045-210-5670

【⑧、⑨】 産業労働局労働部雇用労政課 課長　岡田　電話 045-210-5730
【⑥、⑦】 産業労働局中小企業部商業流通課 課長　中野　電話 045-210-5600

【⑩、⑪】 産業労働局労働部産業人材課 課長　井上　電話 045-210-5700

【⑰】 産業労働局産業部企業誘致・国際ビジネス課  　課長　池松　電話 045-210-5570
【⑱】 環境農政局農政部農政課 課長　鈴木　電話 045-210-4401
【⑲】 環境農政局農政部畜産課 課長　髙尾　電話 045-210-4500

【⑫、⑬】 産業労働局産業部 ベンチャー支援担当課長　脇坂　電話 045-285-0213
【⑭～⑯】 産業労働局産業部産業振興課 課長　長沢　電話 045-210-5630  

【⑨障害者雇用促進】
産業労働局労働部 障害者雇用促進担当課長　白須　電話 045-210-5860

問合せ先

(2) 成長産業の創出・育成

(3) 企業誘致などによる産業集積

(4) 農林水産業の活性化

合 計

備考 (1)の計304億8,493万円のうち、(3)との重複（8,263万円）を除いた額は304億229万円

新

新

新
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１　目　的

２　予算額　　３５億１，２５０万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

4億2,124万円

①　自家消費型太陽光発電等導入費補助
　　事業所への太陽光発電等の導入拡大を図るため、初期費用ゼロで事業所に太陽光発電等
　を導入する事業（事業所用自家消費型０円ソーラー）を含む自家消費型の太陽光発電等の
　導入に対して補助する。また、蓄電池を併せて導入する事業に対して補助を増額する。

3億1,320万円

②　太陽光発電初期費用ゼロ促進事業費補助
　　住宅への太陽光発電の導入拡大を図るため、初期費用ゼロで住宅に太陽光発電を導入す
　る事業（住宅用０円ソーラー）に対して補助する。また、蓄電池を併せて導入する事業に
　対して補助を増額する。

4,850万円

③　太陽光発電・蓄電池の共同購入事業
　　住宅への太陽光発電等の導入拡大を図るため、購入希望者を募り、一括して発注するこ
　とで市場価格よりも安い費用で購入することができる共同購入事業を実施する。
　・実施メニュー：「太陽光発電」、「太陽光発電＋蓄電池」、「蓄電池」

（※1） － 万円

④　ＶＰＰ形成促進事業費補助
　　太陽光発電や蓄電池、電気自動車（ＥＶ）などを高度なエネルギーマネジメント技術で制
　御し、あたかも一つの発電所のように機能させることで電力の需給バランスを保つ調整力
　として活用するバーチャル・パワー・プラント（ＶＰＰ）を形成する事業に対して補助する。

2,100万円

〇　その他　太陽光発電等普及啓発事業費など３事業 3,854万円

2億7,118万円

⑤　中小規模事業者省エネルギーサポート事業費
　　中小規模事業者の省エネ対策への取組を支援するため、省エネに関する専門家による無
　料の省エネ診断を実施する。

857万円

⑥　中小規模事業者省エネルギー設備導入支援補助
　　中小規模事業者のサプライチェーンの脱炭素化への取組を支援するため、省エネ診断で
　提案された設備の導入に対して補助する。

1億4,661万円

⑦　家庭の省エネルギー対策の推進
　　家庭における省エネを推進するため、ガイドブックを作成し、家電量販店やホームセン
　ター等と連携した普及啓発等を行う。

1,099万円

⑧　ＺＥＨ・ＺＥＢの導入促進
　　省エネと創エネにより年間の一次エネルギー消費量を正味でゼロにする、ネット・ゼロ
　・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）やネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ＺＥＢ）の導入等
　に対して補助する。

1億  500万円

6億5,350万円

⑨　電気自動車（ＥＶ）等の導入促進
　　2030年度までに県内で販売される新車乗用車の全電動車化（※）を目指し、電気自動車
　（ＥＶ）・プラグインハイブリッド自動車（ＰＨＶ）の導入やＥＶ等の充電設備の整備に
　対して補助する。また、ＥＶ等と建物の間で充給電を行うＶ２Ｈ設備の導入に対して補助
　する。その際、ＥＶ等と併せてＶ２Ｈ設備を導入する場合に補助を増額する。
　※電動車：ＥＶ、燃料電池自動車（ＦＣＶ）、ＰＨＶ、ハイブリッド自動車（ＨＶ）

5億7,350万円

⑩　燃料電池自動車（ＦＣＶ）等の導入促進
　　水素エネルギーの導入を促進するため、燃料電池自動車（ＦＣＶ）等の導入や、水素ス
　テーションの整備に対して補助する。また、水素ステーションが設置されていない市町村
　に新たに整備する場合に補助を増額する。

8,000万円

（４）　かながわスマートエネルギー計画等の推進

　　2050年脱炭素社会の実現に向けて、2030年度の温室効果ガス排出量を2013年度比で46％削減する
  ことを目指し、今後、県が行うべき総合的な対策に関する調査等を行うほか、太陽光発電をはじめ
　とする再生可能エネルギー等の導入促進、徹底した省エネルギー対策の促進、電動車の導入促進等
　に取り組む。

(2) 省エネルギー対策の促進

(1) 再生可能エネルギー等の導入促進

(3) 電動車の導入促進

新

新

新
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区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

8,758万円

⑪　公用車の電動車化
　　代替可能な電動車がない場合等を除き、知事部局及び教育委員会の公用車については、
　2030年度までに全て電動車化することを目指し、ＥＶ等の電動車を率先して導入する。
　（令和４年度導入台数：ＥＶ１台、ＰＨＶ２台、ＨＶ９台）

3,358万円

一部
⑫　県有施設の再エネ電力100％化
　　2030年度までに全県有施設の使用電力を100％再エネに転換することを目指し、令和４
　年度は一部の県有施設で再エネ電力への切り替えを実施する。

（※2） － 万円

⑬　県有施設への太陽光発電等の導入
　　災害時に避難施設等としての機能を発揮する県有施設に、非常用電源としても活用でき
　る自家消費型の太陽光発電及び蓄電池を導入する。

5,400万円

(5) 脱炭素化に向けた戦略策定等 3,983万円

⑭　脱炭素化戦略の策定
　　国の「地域脱炭素ロードマップ」等を踏まえ、温室効果ガス排出量の削減目標の達成に
　向けて、県が行うべき総合的な対策の整理及び取りまとめのほか、その効果推計等を含め
　た戦略を策定する。

2,000万円

⑮  神奈川県版脱炭素モデル地域の設置に向けた調査
　　地域の脱炭素化を図るため、神奈川県版脱炭素モデル地域の設置に向けて、地域におけ
  る再エネ利用の促進や観光ＭａａＳの活用等の取組内容に関する調査等を行う。

1,000万円

⑯　地域再エネ導入目標策定業務委託費
　　地球温暖化対策の推進に関する法律の一部改正に伴い、神奈川県地球温暖化対策計画に
　再エネの利用促進等に関する施策目標の追加が義務付けられたことから、その目標策定に
　必要となる、数値等に関する調査を実施する。

983万円

(6) その他 20億3,914万円
一部

⑰　気候変動対策推進費
　　気候変動に関する県民や事業者等の関心や理解を深めるため、小学生向けの動画学習教
　材や、脱炭素に関する県の取組等の情報を一元化した新たなポータルサイトの作成等を行
　う。

1,614万円

○  その他　水源林整備事業費など30事業 20億2,300万円

35億1,250万円

【①～④、⑧～⑩、⑬】　　産業労働局産業部エネルギー課　　　  課長　郷家　電話 045-210-4101　

【⑪】　　　　　　　　　　環境農政局環境部大気水質課　　　　  課長　関　　電話 045-210-4120
【⑤～⑦、⑫、⑭～⑰】　　環境農政局環境部環境計画課　　　　  課長　塚本　電話 045-210-4050

合 計

(4) 県の率先実行

※１  協定に基づく予算を伴わない官民連携事業のため、｢ － 万円｣としている。

※２　これまでの通常電力の予算の範囲内で対応予定のため、｢ － 万円｣としている。

問合せ先

新

新

新

＜ＥＶ等導入費補助＞（⑨）

補助対象 補助率 補助上限額 補助件数

ＥＶ・ＰＨＶ 1/3 20万円 2,000台

急速充電設備 1/3 100万円 100基

Ｖ２Ｈ設備 1/3 20万円 200台

ＥＶ等とＶ２Ｈ設備
の同時導入加算

- 定額10万円 140台（※）

　※ ＥＶ等補助件数の内数

新

新

新
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１　目　的

２　予算額　　　総額　３４６億３,８４０万円
　（４年度当初予算額　　１１億４,８７９万円、３年度２月補正予算額等　３３４億８,９６０万円）

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額等)

1,900万円
一部

①　観光データを活用した観光戦略策定の取組
　　新たな観光振興計画の策定や、観光施策におけるＰＤＣＡサイクルの確立を行うため、
　新たにスマートフォンの位置情報の活用等により、新型コロナウイルス感染症の影響を踏
　まえた観光データの収集・分析を行う。

1,900万円

(2) 観光資源の発掘・磨き上げ 4億1,000万円

②　神奈川県観光魅力創造協議会運営事業費
　　国内外の観光客の誘致を促進し、地域経済の更なる活性化を図るため、神奈川県観光魅
　力創造協議会の運営及び事業支援を行い、観光コンテンツの発掘・磨き上げや、魅力的な
　周遊コースの開発等を行う。

1,606万円

③　観光の核づくり推進費補助
　　横浜、鎌倉、箱根に次ぐ国際観光地の創出に向けたネクストステージとして、観光の核
　づくり地域である城ケ島・三崎、大山、大磯の３地域における民間事業者と連携した主体
　的かつ効果的な取組等に対して補助する。

3,000万円

一部

④　三浦半島魅力最大化プロジェクト推進費
　　三浦半島地域の活性化を推進するため、起業に向けた支援や、市・民間と連携したウイ
　ンドサーフィンワールドカップの開催を行うほか、新たにマーケットセンスを持つ農業者
  の育成事業を実施する。

2,106万円

一部

⑤　かながわシープロジェクト推進費
　　神奈川の海に多くの人を呼び込むため、Feel SHONANのウェブサイトやＳＮＳでの情報
　発信を行うとともに、新たに、相模湾内の船着き場について、周辺観光施設等を含めたＰ
  Ｒを行って利用を促進するほか、事業者と連携して海上交通の実証実験に取り組む。

1,220万円

⑥　県西地域活性化プロジェクト推進費
　　県西地域の活性化を推進するため、未病改善を実践できる観光施設等の情報発信や「体
　験」をテーマにした広域的な誘客キャンペーンなど、地域資源を活用して未病改善の実践
　を促す取組を行うとともに、広域ワーケーションのモデル事業を実施する。

7,031万円

⑦　宮ヶ瀬湖周辺地域活性化推進事業費
　　宮ヶ瀬湖周辺地域の観光拠点間における往来を促進し、地域活性化を推進するため、Ａ
　Ｉオンデマンドバスによる地域交通システムの実証実験を行う。

900万円

一部

⑧　マグネット・カルチャーの取組
　　年齢や障がい等にかかわらず、すべての人が舞台芸術に参加し楽しめる「共生共創事業」、
　音楽・ダンス等を自由に発表できる「マグカル開放区」のほか、新たに県営団地でのシニア
　合唱事業を行うなど、魅力的なコンテンツの創出・発信、人材育成、情報発信に取り組む。

2億1,589万円

⑨　商店街のインバウンド対応等の取組
    商店街の集客力の強化を図るため、インバウンド対応、未病改善、共生社会の実現に向
　けた取組、買い物弱者対策に向けた取組など、商店街が自らの魅力を高めるために行う事
　業に対して補助する。また、外国人観光客への対応に関する講習会等を開催する。

3,238万円

⑩　スポーツツーリズム推進事業費
　  地域におけるスポーツコミッションの設立など、推進体制を整備するとともに、スポー
　ツ資源の掘り起こしや、観光資源と組み合わせたツアーを実施するなど、スポーツツーリ
　ズムの取組を推進する。

308万円

（５）　行ってみたい神奈川の魅力づくり

　　新型コロナウイルス感染症の影響により落ち込んだ地域経済を活性化させるため、ＮＨＫ大河
　ドラマ「鎌倉殿の13人」放映等の機会を捉え、県外からの誘客や県内周遊を促進するとともに、
　外国人観光客の段階的回復も視野に入れて、観光資源の質の向上や観光客の受入環境整備に取り
　組み、魅力ある神奈川づくりを推進する。

(1) 観光戦略の策定

新

新

柱Ⅱ 経済のエンジン

新

新

新

新
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区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額等)

3億6,628万円
(334億8,960万円)

⑪ かながわ旅割実施事業費
新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けた観光事業者を支援するとともに、

　地域経済を活性化させるため、県内旅行の割引を実施する。　  ＜３年度繰越事業＞
(333億7,461万円)

一部

⑫ 国内観光客誘致のための戦略的取組
新型コロナウイルス感染症の影響で落ち込んだ地域経済の回復に向けて、県外からの誘

　客や県内周遊を促進するため、ＮＨＫ大河ドラマ「鎌倉殿の13人」やねんりんピックかな
　がわ2022等の機会を捉えた観光プロモーション及び国内観光客向けウェブサイトでの情報
　発信を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜３年度繰越事業（一部）＞

2億  642万円
(1億1,499万円)

一部

⑬ 外国人観光客誘致のための戦略的取組
外国人観光客の段階的回復に向けて、中国、台湾、ベトナムに加えて新たにアメリカに

　設置する観光レップ等を通じて観光情報の収集・発信等を行うとともに、富裕層、ＭＩＣＥ、
　教育旅行など多様なニーズや客層に応じた観光プロモーションを行う。

1億  786万円

⑭ ベトナム文化等交流事業費
将来にわたる両地域の継続的な成長と発展を目指し、文化、食、観光、経済など幅広い

　分野で相互交流を促進するため、「ベトナムフェスタ in 神奈川」及び「KANAGAWA FESTIVAL
　in HANOI」の開催等を支援する。

5,199万円

3億1,283万円

⑮ かながわ認定観光案内人認定事業費
外国人観光客の段階的回復に向けて、自然、歴史、食、文化等の観光コンテンツに高い

　専門性を有する通訳ガイドを育成し、「かながわ認定観光案内人（Official Kanagawa Tour
　Guide）」として認定する。

314万円

一部

⑯ 観光客受入環境整備費補助
観光客が快適に滞在できる環境づくりや新たな観光需要に対応するため、多言語表記等

　の整備に加え、ワーケーションやＤＸ整備等に取り組む民間事業者に対して補助する。
・補助率：３／４　補助上限額：300万円

3億  968万円

4,067万円

⑰ かながわ産品魅力発信推進事業費
「かながわの名産100選」をはじめとする県産品の魅力を発信するため、アンテナショッ

　プ「かながわ屋」における展示・販売等を行うとともに、物産展への出展やオンライン販
　売サイトの運営等を行う事業者に対して補助する。

4,067万円

11億4,879万円
(334億8,960万円)

問合せ先

【⑭】 国際文化観光局国際課 課長  今井　　電話 045-210-3740

【⑦】 政策局政策部土地水資源対策課 課長　古賀　　電話 045-210-3100  

(3) 戦略的プロモーションの推進

【①、②、⑯】 国際文化観光局 観光戦略担当課長　北見　　電話 045-210-5761

【⑪】 国際文化観光局観光課 課長　渡邊　　電話 045-210-5760

【⑧】 国際文化観光局　　　　　　マグカル担当課長  中里　　電話 045-285-0760

【③、⑫、⑬、⑮、⑰】国際文化観光局　観光プロモーション担当課長　重田　　電話 045-210-5762

(4) 受入環境の整備

合 計

(5) 観光関連産業の成長促進

【④～⑥】 政策局自治振興部 地域活性化担当課長　塚本　  電話 045-210-3251  

【⑩】 スポーツ局スポーツ課 課長  加藤木　電話 045-285-0791
【⑨】 産業労働局中小企業部商業流通課 課長　中野　　電話 045-210-5600

新

新

⑫ 大河ドラマ特設ウェブページ ⑮ かながわ認定観光案内人（イメージ）

新

新
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１　目　的

２　予算額　　　総額　１,３２３億７,１６０万円
　（４年度当初予算額　１,２９１億３,５４０万円、３年度２月補正予算額 ３２億３,６２０万円）

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額)

(1) 地震災害対策の推進 1,033億6,866万円

 ア　地震災害対策の計画的な推進

①　地震災害対策の強化等、観測・調査研究の推進
　　地域防災力向上に向けた市町村の取組を支援するとともに、地震防災対策を効果的に推
　進するための各種観測・調査研究を行う。

14億7,497万円

  イ　都市の安全性の向上

②　道路、橋りょう、港湾等の整備による緊急輸送体制の確保等
　　災害時の緊急物資の輸送や緊急活動の迅速、円滑な実施を図るため、幹線道路の体系的
　整備を進め、道路ネットワークを整備する。また、土木構造物の安全確保のため、既存施
　設の耐震性を強化するとともに、港湾機能の充実を図る。

275億4,528万円

〇　その他　政令市市街地再開発臨時補助金、防災空間の確保など153事業 612億2,709万円

 ウ　災害時応急活動事前対策の充実、復旧・復興対策及び被災者・被災地への支援

③　実火災体験型の消防訓練施設の整備
　　消防職員の消火現場での対応能力向上を図り、殉職等の重大な事故の発生を防止するた
　め、消防学校（厚木市下津古久）に実際の火災と同等の熱環境、濃煙等の特性を実体験で
　きる訓練施設を整備する。

1,353万円

④　防災行政通信網再整備費
　　災害時に国や市町村等と情報受伝達を行う信頼性の高い専用の通信手段である防災行政
　通信網について、ＩＣＴの技術革新等に応じた機能強化をするための再整備を進める。

23億6,446万円

⑤　現地災害対策本部等機能強化事業費
　　災害時の円滑な救助・救出活動を支援するため、広域応援部隊等が使用する資機材等を
　整備するとともに、現地災害対策本部等の活動の実効性確保のための訓練や研修を行う。

2,384万円

⑥　被災者・被災地への支援
　　東日本大震災による県内避難者を支援するとともに、被災者生活再建支援法が適用され
　ない地域を対象とした県独自支援制度により、被災者の生活再建を支援する。

1億6,913万円

〇　その他　防災知識の普及、防災訓練の実施、避難対策、医療救護対策など82事業 105億5,033万円
475億8,074万円
(32億3,620万円)

72億8,960万円
(3億1,600万円)

347億8,826万円
(27億7,420万円)

55億  287万円
(1億4,600万円)

⑨　災害対応力の充実強化に向けたソフト対策
　　市町村が行う資機材整備や避難対策等への支援を強化するとともに、住民による適切な
　避難行動につなげるための迅速・的確な情報受伝達機能や県の防災体制を強化する。
　・市町村地域防災力強化事業費補助金の拡充（２年度:11.4億円⇒３・４年度:13.4億円）
　　複合災害を踏まえた避難所等の運営に必要な資機材整備の補助　等

（６）　安全で安心してくらせる神奈川の実現

　　安全で安心してくらせる「災害に強いかながわ」を実現するため、地震災害対策推進条例に基づ
　く自助・共助の取組や中長期を見据えた減災戦略に基づく対策に取り組むとともに、近年の台風等
　による大規模な風水害における課題や教訓を踏まえ、「神奈川県水防災戦略」に基づき、風水害対
　策等を計画的に進める。
　　また、地域防犯力の強化や、消費者被害の未然防止と救済、県民と一体となった交通安全運動・
　対策等を実施することにより、犯罪や事故などのない安全で安心なまちづくりを推進する。

区分

　　　                                    　計画額 484億円　⇒　予算額 508億円
                                                               　　　　　　（３年度２月補正予算額含む）

⑧　中長期的な視点で取組を加速させるハード対策
    遊水地の整備や流路のボトルネック箇所の河川改修、がけ崩れ等を防ぐ土砂災害防止施
　設の整備など、減災、強靭化の効果が早期に期待できる事業に重点的に取り組む。
　・急傾斜地崩壊対策を令和４年度から10年度にかけて重点的に実施
　　（３年度：13億円⇒４年度：23億円）
　　整備対象約400件の完了までの期間：13年⇒７年に短縮

⑦　緊急に実施することで被害を最小化するハード対策
　　危険箇所の解消を進めるため、早急な対応や迅速な整備等が必要な箇所の対応工事や堆
　積土砂撤去、樹木伐採などを実施する。

柱Ⅲ 安全・安心

(2) 風水害対策の推進（水防災戦略）

新
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額)

(3) 犯罪や事故などのない安全で安心なまちづくり 54億3,342万円

ア 犯罪の起きにくい地域社会づくり

⑩ 地域防犯力強化支援事業費
安全で安心なまちづくりの実現のため、自治会や町内会等による防犯カメラの設置を支

 援する市町村に対して補助する（令和５年度以降は、防犯カメラの設置を市町村地域防災
 力強化事業費補助金のメニューに追加し、継続的な支援を行うことを検討）。

1,000万円

⑪ 特殊詐欺被害防止対策事業費
多発する特殊詐欺被害を防止するため、迷惑電話防止機能を有する機器の普及事業に取

　り組む市町村に対して補助する。
1,640万円

⑫ 特殊詐欺被害防止対策推進事業費
県民及び金融機関等の事業者に電話をかけて、手口等の情報をいち早く伝えて注意喚起

　を行う「特殊詐欺等被害防止コールセンター」を運用する。
7,200万円

〇　その他　安全・安心まちづくり県民運動の推進、防犯人材の育成など４事業 1,319万円

イ 犯罪被害者などへの支援

⑬ 「かならいん」の運営と証拠採取等の開始
性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター「かならいん」を運営すると

　ともに、医療機関等との連携により、後の被害の届出に備えあらかじめ証拠となる資料を
　採取し保管する新たな取組を開始する。

6,298万円

〇　その他　犯罪被害者などへの支援など２事業 1,050万円

ウ 消費者被害の未然防止と救済

⑭ 消費者教育・啓発の推進
成年年齢引下げによる消費者被害の増加が懸念されることから、被害を未然に防止する

　ため、新たに県内の高校生への啓発ツールの配布により消費者ホットライン「１８８」の
　周知を強化するなど、若者への消費者教育・啓発を充実する。

5,539万円

〇　その他　市町村相談窓口への支援など５事業 1億8,130万円

エ 交通事故の防止

⑮ 交通安全県民運動推進費
県民の交通安全意識の向上と交通事故を防止するため、県民総ぐるみの交通安全運動・

　対策等を推進する。
620万円

⑯ 交通安全施設整備費
道路利用者の交通の安全と円滑な交通環境を確保するため、摩耗して見えにくくなった

　道路標示の補修や路側式道路標識の更新など、交通安全施設の整備を更に推進する。
　（３年度：40.5億円⇒４年度：50.0億円）

・交通信号機の更新期間：12年⇒７年に短縮
・道路標示を７年間重点整備（４年度：568㎞　３年度当初予算比:＋100㎞）

50億  543万円

1,291億3,540万円
(32億3,620万円)

備考 (1)の計1,033億6,866万円のうち、(2)との重複（272億4,742万円）を除いた額は761億2,124万円

問合せ先
【①、②、⑤～⑨】

くらし安全防災局防災部危機管理防災課 課長　能戸  電話 045-210-3420
【③】くらし安全防災局防災部消防保安課 課長　多田  電話 045-210-3422
【④】くらし安全防災局総務室 企画調整担当課長　青木  電話 045-210-3412
【⑩、⑪、⑮】

くらし安全防災局くらし安全部くらし安全交通課　課長　永野  電話 045-210-3550
【⑫】警察本部生活安全部生活安全総務課 課長代理　大窪　電話 045-211-1212(内線3020)
【⑬】くらし安全防災局くらし安全部犯罪被害者支援担当課長　中原　電話 045-312-1121(内線3430)
【⑭】くらし安全防災局くらし安全部消費生活課 課長　関根  電話 045-312-1121(内線2620)

区分

合 計

【⑯】警察本部交通部交通規制課 課長代理　屋島　電話 045-211-1212(内線5161) 

新

一部

新

一部
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１　目　的

２　予算額　　１，４９４億４，８６５万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(1) 子ども・子育て支援の更なる充実 755億  286万円

 ア　保育士をはじめとした子育て支援人材の確保・育成

①　地域限定保育士試験実施事業費
　　年３回目の保育士試験として国家戦略特区を活用し、県独自の地域限定保育士試験を実
　施し、県内の保育士を確保する。

6,778万円

②　保育体制強化事業費補助
　　地域の子育て経験者など多様な人材を保育に係る周辺業務に活用することで、保育士の
　負担を軽減し、保育士の就業継続、離職防止を図る市町村に対して補助する。

1億2,344万円

  イ　待機児童対策の一層の推進

③　保育所等緊急整備事業費補助等
　　待機児童対策を推進するため、保育所の緊急整備や認定こども園、小規模保育所の整備
　等を支援する市町村に対して補助する。

7億9,105万円

 ウ　幼児期の教育・保育の提供体制の確保・充実等

④　施設型給付費等負担金
　　市町村が実施する保育所・幼稚園・認定こども園への給付費の一部を負担する。

563億4,345万円

⑤　放課後児童健全育成事業費補助
　　保護者が仕事等により昼間家庭にいない小学生に放課後の居場所を提供するため、放課
　後児童クラブの施設整備や運営に取り組む市町村に対して補助する。

55億7,156万円

○　その他　地域型保育給付費負担金など74事業 126億  555万円

(2) 支援を必要とする子ども・家庭への取組 1,420億6,867万円

 ア　子どもの貧困対策

⑥　高等学校等就学支援金支給費
　　授業料に充てるための高等学校等就学支援金を一定の収入額未満の世帯に支給する。

207億9,504万円

⑦　母子父子寡婦福祉資金貸付金
　　母子家庭等の配偶者のない者で現に児童を扶養している者や寡婦に対して修学資金等の
　各種資金の貸付けを行う。

3億6,608万円

⑧　生活困窮世帯の子どもの健全育成事業
　　生活困窮世帯の子どもの健全育成のため、子ども支援員を配置し、家庭訪問等を行うと
　ともに、家庭学習を補完する学習の場や安心して過ごせる居場所を運営する。

3,580万円

一部
⑨　母子家庭等就業支援事業費
　　経済的基盤が弱くコロナ禍の影響を受けやすい母子家庭の母等を対象に、就業相談、就
　業情報の提供及び就業支援講習会等の就業支援や養育費相談支援を行うとともに、新たに
　公正証書作成補助等による養育費の支払の履行確保に向けた支援を行う。

1,527万円

⑩　児童扶養手当給付費
　　離婚等により、父又は母と生計を同じくしていない児童について、手当を支給する。

8億9,291万円

⑪　児童手当負担金
　　児童を養育している者に対して市町村が支給する児童手当の一部を負担する。

189億8,128万円

 イ　児童虐待等社会的養護を必要とする子どもへの対応

⑫　施設等入所児童の措置に要する費用
　　児童虐待等により児童養護施設等に措置委託した児童の養育に対する費用を支払う。

41億2,685万円

（７）　子ども・子育てへの支援

　　すべての子どもが幸福で健やかに成長できる社会の実現に向けて、保育士など子育て支援人材の
　確保・育成や、保育所整備など待機児童対策の一層の推進に取り組むとともに、幼児期の教育・保
　育の提供体制の確保・充実等に取り組む市町村等を支援する。
　　また、児童虐待、子どもの貧困、ひきこもり、いじめ等の課題に対応するため、ＳＮＳを活用し
　た相談を実施するとともに、私立高等学校等生徒学費補助の充実を図る。

区分

柱Ⅳ ひとのチカラ

新
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主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

⑬ 児童虐待防止対策の強化
児童相談所において、警察や医療機関等と連携するとともに、虐待の未然防止の一層の

　推進を図るため、しつけの体罰禁止を、幼児から大人まで幅広く普及啓発する。
5,923万円

⑭ 子どもの権利擁護の推進
児童養護施設等に入所している子どもたちが自ら意見表明できる機会を拡充するため、

　子どもの権利ノートの一部改正及び子どもの意見をくみ取り代弁する取組を推進する。
1,969万円

⑮ ケアリーバーへの支援
コロナ禍の影響により、職や住まいを失ったり、心身を患ったりするなど生活状況が悪

　化しているケアリーバー（児童養護施設等を退所した人）に対して、相談支援を実施する
　とともに、医療連携、法律相談及びアウトリーチ生活支援を実施し、孤独・孤立を防ぐ。

5,275万円

ウ ＳＮＳを活用した相談の実施
一部

⑯ ＳＮＳを活用した相談事業費
児童虐待、子どもの貧困、ＤＶ、ひきこもり、子ども・若者の悩み、いじめ、予期しな

　い妊娠、いのちの相談に加え、新たにケアラー、医療的ケア児について、ＳＮＳを活用し
　た相談を実施する。

2億4,716万円

エ ひきこもり等自立支援の推進
一部

⑰ ひきこもり等青少年相談事業等
ひきこもり等の当事者や家族を支援するため「ひきこもり地域支援センター」で電話相

　談等を受け付けるほか、当該センターに新たに医師・弁護士等からなる多職種支援チーム
  を配置するなど、現場で対応にあたる市町村等への支援を強化する。

4,623万円

○ その他　ひとり親家庭等医療費助成事業費補助など146事業 964億3,031万円

(3) 私立高等学校等生徒学費補助の充実及び高等教育の修学支援の着実な実施 49億3,641万円
一部

⑱ 私立高等学校等生徒学費補助の充実
私立高校等に通う家庭の経済的負担軽減のため、年収約700万円未満の世帯までの授業料

  及び住民税非課税世帯までの入学金の実質無償化を実施するとともに、新たに年収約800万
  円未満までの多子世帯の授業料の実質無償化を実施する。

36億8,987万円

⑲ 高等教育（大学・専門学校）の修学支援
少子化対策のため、低所得世帯であっても社会で自立し活躍できる人材を育成する大学

　等において修学できるよう、高等教育の修学支援（授業料等減免）を実施する。
12億4,654万円

1,494億4,865万円

【⑰】 福祉子どもみらい局子どもみらい部青少年課 課長　長島　　電話 045-210-3830

問合せ先
【①～⑤】　　福祉子どもみらい局子どもみらい部次世代育成課  課長　川上　  電話 045-210-4660

区分

合 計

備考 (2)の計1,420億6,867万円のうち､(1)及び(3)との重複(730億5,929万円)を除いた額は690億938万円

【⑲大学】　　健康医療局保健医療部 保健医療人材担当課長　西海　  電話 045-210-4742

【⑥私立、⑱、⑲専門学校】
【⑥公立】　　教育局行政部財務課 課長　藤野　　電話 045-210-8100

【⑦、⑨～⑮】

【⑧】 福祉子どもみらい局福祉部生活援護課 課長　大澤　　電話 045-210-4900

【⑯いじめ】　教育局支援部学校支援課 課長　能條　  電話 045-210-8210

【⑯児童虐待、子どもの貧困、ＤＶ、ひきこもり、子ども・若者、ケアラー、医療的ケア児】

福祉子どもみらい局子どもみらい部子ども家庭課  課長　長谷川　電話 045-210-4650

【⑯予期しない妊娠、いのちの相談】

福祉子どもみらい局子どもみらい部私学振興課    課長　山中  　電話 045-210-3760

健康医療局総務室 企画調整担当課長　深井　  電話 045-210-4612

福祉子どもみらい局総務室 企画調整担当課長　天野　　電話 045-210-3620

＜私立高等学校等生徒学費補助の充実＞（⑱）

新

新

新新

令和３年度まで 令和４年度から充実

※多子世帯：15歳以上23歳未満の扶養している兄弟姉妹が３人以上いる世帯

　〇　年収約700万円未満世帯を対象に
　　授業料を実質無償化
　〇　住民税非課税世帯を対象に
　入学金を実質無償化

　〇　年収約800万円未満の多子世帯を対象に
　授業料を実質無償化
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１　目　的

２　予算額　　　総額　４０８億９，９３４万円
　（４年度当初予算額　４０４億９，９２８万円、３年度２月補正予算額　４億　５万円）

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額)

39億4,582万円
(1億9,296万円)

 ア　質の高い教育の充実

①　生徒の英語力向上の推進
    全県立高校等にネイティブスピーカーの外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣するとともに、
  生徒の英語力向上をめざし、英語資格・検定試験の受験を促進するための支援を実施する。
　また、グローバル教育充実のための教員研修等を実施する。

4億　985万円

②　インクルーシブ教育の推進
　　知的障がいのある生徒に高校教育を受ける機会を拡大するため、リソースルームの整備
　等を実施するとともに、発達障がい等のある生徒へ県立高校で通級指導を実施する。

3,244万円

 イ　学校経営力の向上
一部

③　県立高校の教育環境整備
　　ＩＣＴを活用した生徒の学習活動の充実を図るため、保護者負担による１人１台端末を
　導入するとともに、アクセスポイントを増設し、円滑な通信環境を確保する。また、分散
　登校や臨時休校に備えたオンライン環境を整備するほか、ＩＣＴを活用した教育活動の充
　実を図るため、指導者用端末を整備する。

18億4,229万円
(1億9,296万円)

 ウ　再編・統合等の取組
一部

④　県立高校の学科改編・適正配置
　　神奈川総合高校（横浜市神奈川区平川町）の舞台芸術科設置に伴う多目的ホール改修工
  事や、厚木東高校・厚木商業高校（厚木市王子）の商業教育棟の新築工事等を実施する。

15億4,567万円

〇　その他　高校生学習活動コンソーシアム事業費など21事業 1億1,555万円

(2) 県立教育施設整備の推進 348億4,065万円

  ア　新まなびや計画の推進　（３年度：280億円⇒４年度：301億円）

⑤　耐震・老朽化対策（耐震補強工事45校等）（５年度までに耐震補強工事完了予定） 245億5,243万円

⑥　県立学校トイレ整備費（トイレ洋式化51棟完成予定）（５年度までに整備完了予定） 30億9,927万円

一部 ⑦　県立学校空調設備整備費（県立学校の特別教室等 計114室整備等） 11億9,418万円

⑧　高校改革に係る施設整備（新築工事２校等） 12億6,052万円

  イ　新まなびや計画以外の施設整備等
一部

⑨　県立図書館の再整備など社会教育施設等整備
　　県立図書館（横浜市西区紅葉ケ丘）の現新館・現本館の改修に向けた実施設計等を行う。
　 また、歴史博物館（横浜市中区南仲通）の浸水対策調査を実施する。

13億2,323万円

一部
⑩　生徒の安全・安心に係る緊急的な取組
　　熱中症対策として、県立高校等（56校）の普通教室等の空調機を更新するとともに、県
　立学校（24校）の屋上防水工事等を集中的に行う。

34億1,100万円

(3) 共生社会の実現に向けた教育の推進 14億2,317万円

  ア　インクルーシブ教育の推進

⑪　インクルーシブ教育校内支援体制整備事業
　　市町村立小学校（政令市を除く）に教育相談コーディネーターの後補充非常勤講師を配
　置し、校内支援体制を整備し、インクルーシブ教育を推進する（30市町村、30校）。

9,354万円

（８）　県立高校改革等教育環境の整備の推進

　　本県教育の質の確保や学びを充実するため、平成28年度からの12年間を計画期間とする「県立高
  校改革実施計画」を着実に推進するとともに、「県立学校施設再整備計画」（新まなびや計画）に
　基づく県立学校の耐震・老朽化対策など、県立教育施設整備に総合的に取り組む。
　　また、共生社会の実現に向けた取組や教員の働き方改革を推進するほか、ＩＣＴ機器の活用など
　の取組を前進させる。

区分

(1) 県立高校改革の推進

新

新

新

柱Ⅳ ひとのチカラ

新

新

-36-



主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額
(３年度２月補正予算額)

イ 県立特別支援学校における教育環境の充実

⑫ 県立特別支援学校の新校等整備
特別支援学校での教育を必要とする児童・生徒の増加や、国の特別支援学校設置基準制

　定に伴う受入れ枠不足に対応するため、新校等の整備に向けて測量調査等を行う。
　（川崎市、藤沢市）

1,850万円

一部
⑬ 医療的ケア児支援のための環境整備

看護師を増員(３年度:57人⇒４年度:69人)し、特別支援学校で学ぶ医療的ケア児への支
　援を充実するとともに、通学について、福祉車両等を活用した支援を試行する。

1億3,875万円

⑭ 通学支援の取組
公共交通機関での通学が難しい高等部知的障害教育部門の生徒に対し、マイクロバスを

　配車（９校10台）するほか、通学支援のための支援員を配置する（12校25人）。また、新
　型コロナウイルス感染症対策として、スクールバスの乗車人数の少人数化のためのマイク

ロバスの運行（８校８台）等を実施する。

1億5,923万円

ウ 「いのちの授業」の取組

⑮ 「いのちの授業」10周年の取組
「いのちの授業」大賞10周年記念作文集の作成等、「いのち」のかけがえのなさや、互

　いに支え合って生きる大切さ等を学ぶ「いのちの授業」をより一層推進する。
298万円

エ 中学校夜間学級の運営支援

⑯ 中学校夜間学級の運営支援
神奈川総合産業高校（相模原市南区文京）の施設を活用し、令和４年４月に相模原市が

　開設する中学校夜間学級について、同市以外（横浜市、川崎市域を除く）の生徒を受け入
　れるため、教員を派遣するなど、開設後の運営を支援する。

 － 万円
[人件費対応]

〇　その他　スクールカウンセラー配置活用事業費など17事業 10億1,016万円

(4) 教科担任制の導入と35人以下学級の計画的な整備

ア 小学校高学年における教科担任制の導入

⑰ 小学校高学年における教科担任制の導入
教育の質の向上を図るとともに、教員の働き方改革を進めるため、専門性の高い教科に

　ついて、市町村立小学校（政令市を除く）高学年で教科担任制を導入する（21人）。

 － 万円
[人件費対応]

イ 少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備

⑱ 少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備
子どもたち一人ひとりの最適な学びを実現するため、市町村立小学校（政令市を除く）

　３年生において35人以下学級を実施する（101人）。
　（同様に、５年度から７年度にかけて４年生から６年生の少人数学級を実施予定）

 － 万円
[人件費対応]

(5) 教員の働き方改革の推進
26億3,512万円
(2億  709万円)

⑲ 業務アシスタント、スクール・サポート・スタッフの配置
全県立学校へ業務アシスタントを継続配置する（169人）とともに、全市町村立小・中・

　特別支援学校（政令市を除く）へスクール・サポート・スタッフを継続配置する（505人）。
9億9,662万円

⑳ ＧＩＧＡスクール構想推進事業費
ＩＣＴを活用した教育活動をより円滑に展開するため、ヘルプデスク等を担う「ＧＩＧ

　Ａスクール運営支援センター」を開設し、県立学校及び市町村立学校に必要な支援を実施
　する。

(2億  709万円)

〇　その他　校務パソコン整備費など22事業 16億3,849万円

404億9,928万円
(4億    5万円)

【④、⑧、⑳県立学校】　　教育局指導部高校教育課高校教育企画室室長　蘇武　電話 045-210-8370
【⑤～⑦、⑩屋上防水】　　教育局行政部教育施設課 課長　中島　電話 045-210-8061
【⑨】 教育局生涯学習部生涯学習課 課長　河田　電話 045-210-8330

【⑫～⑭】 教育局支援部特別支援教育課 課長　萩庭　電話 045-210-8214
【⑮、⑯、⑳市町村立学校】教育局支援部子ども教育支援課 課長　古島　電話 045-210-8212
【⑰～⑲】　　　　　　　　教育局行政部教職員人事課 課長　羽鹿　電話 045-210-8133

【⑩空調機】 教育局行政部財務課 課長　藤野　電話 045-210-8100

【②通級指導以外、⑪】　　教育局インクルーシブ教育推進課 課長　林　　電話 045-285-1007

区分

合 計

問合せ先
【県立高校改革】 教育局総務室 県立高校改革担当課長　千葉　電話 045-285-1011
【①、②通級指導、③】　　教育局指導部高校教育課 課長　増田　電話 045-210-8240

新

新

新

-37-



１　目　的

２　予算額　　４３億８,７３６万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(1) 地方創生の推進に向けた地域活性化の取組 1億6,967万円
一部

①　三浦半島魅力最大化プロジェクト推進費
　　三浦半島地域の活性化を推進するため、起業に向けた支援や、市・民間と連携したウイ
　ンドサーフィンワールドカップの開催を行うほか、新たにマーケットセンスを持つ農業者
  の育成事業を実施する。

2,106万円

一部

②　かながわシープロジェクト推進費
　　神奈川の海に多くの人を呼び込むため、Feel SHONANのウェブサイトやＳＮＳでの情報
　発信を行うとともに、新たに、相模湾内の船着き場について、周辺観光施設等を含めたＰ
  Ｒを行って利用を促進するほか、事業者と連携して海上交通の実証実験に取り組む。

1,220万円

③　県西地域活性化プロジェクト推進費
　　県西地域の活性化を推進するため、未病改善を実践できる観光施設等の情報発信や「体
　験」をテーマにした広域的な誘客キャンペーンなど、地域資源を活用して未病改善の実践
　を促す取組を行うとともに、広域ワーケーションのモデル事業を実施する。

7,031万円

④　スポーツツーリズム推進事業費
　　地域におけるスポーツコミッションの設立など、推進体制を整備するとともに、スポー
  ツ資源の掘り起こしや、観光資源と組み合わせたツアーを実施するなど、スポーツツーリ
  ズムの取組を推進する。

308万円

〇　その他　移住等支援事業費など５事業 6,300万円

(2) 魅力あふれるまちづくり等の推進 42億1,769万円

⑤　神奈川東部方面線整備費補助
　　利便性の高い鉄道網の整備を促進するため、神奈川東部方面線のうち、相鉄・東急直通
　線（令和５年３月開業予定）の整備に対して補助する。

40億7,000万円

一部
⑥　村岡・深沢地区におけるまちづくりの促進
　　藤沢市村岡地区、鎌倉市深沢地区におけるまちづくり及び村岡新駅（仮称）の実現のた
　め、新駅の詳細設計に着手する。

1,000万円

⑦　ホームドア設置促進事業費補助
　　公共交通の安全・安定輸送の確保を図るため、鉄道事業者が行うホームドアの設置に対
　して補助する。

1億  433万円

⑧　国際園芸博覧会会場建設費補助
　　国際的な園芸文化の普及、花と緑のあふれる暮らしの実現や、これらを通じたＳＤＧｓ達
　成への寄与等を目的とした博覧会の開催に向けた支援を行うため、開催運営等を行う（一
　社）2027年国際園芸博覧会協会による会場建設に対して補助する。

3,336万円

43億8,736万円

問合せ先

【⑤～⑦】    　　　県土整備局都市部交通企画課　　   　　　課長　近藤　   電話 045-210-6180
【⑧】　　　　　　　環境農政局農政部農業振興課　　  　 　　課長　井上　   電話 045-210-4420

合 計

　　第２期「神奈川県まち・ひと・しごと創生総合戦略」等に基づき、三浦半島及び県西地域の特性
　や資源を最大限に活用したプロジェクト等を推進するとともに、関係人口の創出を通じた県内への
　移住・定住を促進する。また、鉄道網の整備促進、2027年国際園芸博覧会の開催に向けた支援等に
　より、地域資源を生かした地域活性化を図る。

（９） 地域資源を生かした地域活性化とまちづくりの推進

【①～③】　    　　政策局自治振興部 　　    地域活性化担当課長　塚本　   電話 045-210-3251
【④】　　　　　　　スポーツ局スポーツ課　　　　 　　　    課長　加藤木　 電話 045-285-0791

柱Ⅴ まちづくり

新

新

新

新

新

新

新新
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１　目　的

２　予算額　　１億　３４２万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(1) 地域活性化 1,500万円

① ＳＤＧｓつながりポイント事業費
県民一人ひとりが地域の社会的課題解決に取り組むことで、地域における「つながり」

　を生み出し、ＳＤＧｓの自分事化も後押しする「ＳＤＧｓつながりポイント」を市町村等
　と連携して推進する。

1,500万円

2,819万円

② ＳＤＧｓ金融促進事業費
かながわＳＤＧｓパートナーをはじめとした事業者と多様な資金提供者が連携する、か

　ながわ版ＳＤＧｓ金融フレームワークにより、ＳＤＧｓ社会的インパクト評価や中小企業
　の伴走型支援事業のノウハウを共有し、事業者と資金提供者のマッチングを図るＳＤＧｓ
　金融を促進する。また、かながわＳＤＧｓパートナーの拡大、連携の後押しを行う。

2,819万円

(3) 次世代・ジェンダー 690万円

③ ＳＤＧｓ担い手活躍支援事業費
高校生が課題解決に取り組む探求学習の支援を行うことで、若年層の自主的なアクショ

ンを促すとともに、高校生による女性活躍企業の取材・発信等を通じて、ＳＤＧｓの担い
手の活躍を支援する。

690万円

(4) ＳＤＧｓの行動促進 3,217万円

④ ＳＤＧｓアクション加速化促進事業費
コロナ禍における地域の様々な社会的課題（子どもの貧困等）を解決するため、ＳＤＧ

 ｓを道しるべに、共助による支援の輪を広げる仕組みづくりや、ＮＰＯ法人等とかながわ
　ＳＤＧｓパートナーによる情報交換会の開催、取組事例の発信・共有を行う。

2,150万円

⑤ ＳＤＧｓアクション推進事業費
ＳＤＧｓ達成に向けた「行動の10年」に沿った具体的な取組の拡大に向けて、ＳＤＧｓ

　地域別フォーラムや国内外への情報発信を通じて、一人ひとりのＳＤＧｓアクションを推
　進する。

1,067万円

〇　その他　大学連携推進事業費など３事業 2,115万円

1億　342万円

問合せ先
　　政策局いのち・未来戦略本部室 ＳＤＧｓ推進担当課長　湊　電話 045-285-1052

ＳＤＧｓの取組の推進

　「誰一人取り残さない」持続可能な社会の実現に向けて、ＳＤＧｓの自分事化やアクション化を
推進するほか、ＳＤＧｓを道しるべに、県民、市町村、企業、大学、ＮＰＯなど多様な主体の活動
を促すことで、「共助」の取組を広げ、その成果を発信する。

(2) 民間企業・ビジネス

合 計

① ＳＤＧｓつながりポイント

（ポイントと規格外野菜の交換）
④ 社会的課題解決の取組

（フードドライブ活動・生理用ナプキンの無料配布）
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１　目　的

２　予算額　　１１億２，５５４万円

３　主な事業内容

区分 主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(1) 未病エビデンスの構築と未病産業の市場拡大 1億1,423万円

①　未病指標の機能向上と未病改善に取り組む市町村の支援
    未病指標について、精度の向上を目的とした実証等を行うとともに、未来予測機能の実
　装及び操作性の向上等に関する改修を行う。また、未病関係データから生活習慣の改善に
　資する未病改善行動の分析を行い、市町村の効果的な保健事業の実施を支援する。

6,038万円

②　未病産業の市場拡大
　　未病産業の市場を拡大するため、未病産業研究会を通じて産学公連携の強化及びビジネ
　スマッチングを実施するとともに、未病関連商品・サービスの販路開拓支援等を行う。ま
　た、市町村や企業等とともに、未病指標等の展開を図るシンポジウム等を開催する。

5,385万円

2億3,162万円
一部

③　科学技術イノベーション共創拠点推進事業費
　　先端技術の研究開発や事業化を促進するため、国資金も活用しながら、再生医療やロボ
  ット、未病のほか、新たに脳梗塞に係る研究・実証等を関係機関と協働して立案するとと
　もに、科学技術イノベーションの共創拠点の連携を推進する。

1億9,353万円

〇　その他　再生・細胞医療産業化ネットワーク推進事業費など４事業 3,808万円

1億3,092万円

④　ヘルスケアＩＣＴシステム推進事業費
　　県民や企業等の主体的な未病改善の取組を促進するため、「マイＭＥ－ＢＹＯカルテ」
　に健康情報の収集・蓄積を図るとともに、行政や民間による健康情報の利活用を進める。

5,915万円

〇　その他　神奈川ＭＥ－ＢＹＯリビングラボ推進事業費など３事業 7,177万円

7億  914万円

⑤　ライフステージに応じた未病対策
　　子どもには運動等の重要性、女性には女性特有の健康課題、高齢者には8020運動及びオー
　　ラルフレイル対策を啓発するなど、ライフステージに応じた未病改善の取組を推進する。

3億1,101万円

〇　その他　未病コンディショニングセンター（仮称）機能実証事業費など９事業 3億9,813万円

11億2,554万円

備考　(4)の計7億914万円のうち、(1)との重複（6,038万円）を除いた額は6億4,876万円

【③】      政策局いのち・未来戦略本部室　
       　           　           　 　ライフイノベーション担当課長　穂積　電話 045-285-0038

【⑤】　　  健康医療局保健医療部健康増進課　　　　　　    　　課長　柾　　電話 045-210-4770

(4) 未病を改善する取組の推進

(3) ヘルスケア社会システムの構築と推進

合 計

問合せ先
【①、②】  政策局いのち・未来戦略本部室　      　未病産業担当課長　長澤　電話 045-285-0156　　　

【④】　　　総務局デジタル戦略本部室　    　　デジタル戦略担当課長　齊藤　電話 045-285-0542

ヘルスケア・ニューフロンティアの推進

　社会的課題である超高齢社会を乗り越えるため、市町村や企業、大学など多様な主体と連携しな
がら、テクノロジーを活用し、コロナ禍で重要性が増した未病改善や最先端医療等の取組を進める
ことで、新たな社会システムを創造する「ヘルスケア・ニューフロンティア」政策を推進する。

(2) 最先端医療・最新技術の追求

新

② シンポジウム（ＭＥ－ＢＹＯサミット）① 未病指標 ③ 科学技術イノベーションの共創拠点

ＫＳＰ

（かながわサイエンスパーク）

（川崎市高津区）

殿町（川崎市川崎区）

湘南（藤沢市、鎌倉市）
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１　目　的

２　予算額　　７億５，５２９万円

３　主な事業内容

主な事業名及び事業概要 ４年度当初予算額

(1) 神奈川らしいＤＸの推進 2億6,404万円
一部

① データ統合連携基盤の取組
ＥＢＰＭや複合的な課題の解決に向けた分野横断的な政策立案等に活用するため、新型

コロナウイルス感染症対策や防災分野をはじめ、多様なデータを収集、蓄積するデータ統
合連携基盤の導入等を行う。

1億2,576万円

② 行政手続のオンライン化とキャッシュレス化の推進
県民の利便性向上及び感染症の拡大防止を図るため、行政手続のオンライン化を加速す

 るとともに、手数料・施設使用料等の公金収納のキャッシュレス化を推進する。
4,051万円

③ 県内産業ＤＸプロジェクト支援事業費
県内企業のＤＸを促進するため、データとデジタル技術を活用した新たな製品やサービ

スの開発プロジェクトを公募し、開発・実証に必要な技術的助言を行うとともに経費に対
する支援を行う。

7,512万円

④ ドローンを活用した取組
プラスチックごみ等の不法投棄に対するスカイパトロールや、目視が困難な水管橋など

　の県営水道施設の点検等を実施する。また、農作業の効率化による負担軽減を図るため、
　ドローンを活用した露地野菜の生育状況把握技術等の農業技術の開発を行う。

2,264万円

(2) デジタルを活用した新しい働き方や生活様式の実現 4億9,125万円

⑤ 新型コロナウイルス感染症対策ロボット実装事業費
県内ロボット関連企業の商品開発や販売促進につなげるため、新型コロナウイルス感染

　症の拡大防止に有用なロボットの県内施設への実装を支援する。
9,104万円

⑥ 新型コロナウイルス感染症対策ロボット開発支援事業費
県民生活の安全・安心の確保と、県内経済の活性化を図るため、新型コロナウイルス感

　染症対策に効果的なロボットプロジェクトを公募し、商品化に向けた開発支援や実証実験
　の実施、広報活動等を支援する。

3,014万円

一部
⑦ 観光客受入環境整備費補助

観光客が快適に滞在できる環境づくりや新たな観光需要に対応するため、多言語表記等
　の整備に加え、ワーケーションやＤＸ整備等に取り組む民間事業者に対して補助する。

・補助率：３／４　補助上限額：300万円

3億  968万円

⑧ 未病指標の機能向上と未病改善に取り組む市町村の支援
未病指標について、精度の向上を目的とした実証等を行うとともに、未来予測機能の実

　装及び操作性の向上等に関する改修を行う。また、未病関係データから生活習慣の改善に
　資する未病改善行動の分析を行い、市町村の効果的な保健事業の実施を支援する。

6,038万円

7億5,529万円

【⑧】 政策局いのち・未来戦略本部室　未病産業担当課長　長澤  電話 045-285-0156

【①】 総務局デジタル戦略本部室  デジタル戦略担当課長　齊藤　電話 045-285-0542
【②オンライン】　　総務局デジタル戦略本部室　情報システム担当課長　安藤　電話 045-210-3303
【②キャッシュレス】総務局デジタル戦略本部室 情報企画担当課長　貝瀬　電話 045-210-3390
【③】 産業労働局産業部 ベンチャー支援担当課長　脇坂　電話 045-285-0213

【⑦】 国際文化観光局 観光戦略担当課長　北見　電話 045-210-5761
【⑤、⑥】 産業労働局産業部産業振興課 課長　長沢　電話 045-210-5630  
【④スマート農業】　環境農政局農政部農政課 課長　鈴木　電話 045-210-4401

【④廃棄物対策】　　環境農政局環境部資源循環推進課 課長　田中　電話 045-210-4170
【④水道施設点検】　企業局総務室 企画調整担当課長　佐藤　電話 045-210-7012

デジタルを活用した取組の推進

　　人々に温かさや優しさを伝えられるサービスの体験「デジタル・エクスペリエンス」を重視し、
  徹底した県民目線で神奈川らしいＤＸを推進するとともに、デジタルを活用した新しい働き方や
  生活様式の実現を目指す。

区分

合 計

問合せ先

新

新

新

新
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